













（ 続紙 １ ）                             







































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
 インドネシアでは急速な経済発展が続き、学術研究では都市化・工業化・商業化ある
いは大規模な自然資源開発などが中心課題となってきている。経済格差が拡大し、貧困
や貧困層にも着目されるようになったが、政策的には自由主義経済の下でそのような問
題を解決することが目指されている。しかしこれらの研究や政策では、いまだに伝統的
な生業や自然資源利用が続いている社会で、そういった在来のやり方を残しながら、生
活水準の向上を目指すという視点が見落とされがちである。本研究が明らかにしたの
は、東ヌサ・テンガラ州にある文化的多様性に富み、独自の生業を続ける社会におい
て、生存を維持しつつ農村開発を目指す際のあり方である。 
 この研究は同時に、サバナ気候すなわち半乾燥地域という、世界的にみて農業環境に
も恵まれず、経済的開発にも向かないとされる地域における生業と生活のあり方にも示
唆を与えるものである。 
 本研究の独創的な点は以下にまとめられる。 
 第一に、先行研究ではパルミラヤシ主食社会とでも呼ばれるべき食習慣とされてきた
調査地において、現在どのような食習慣と食料エネルギー生産が行われているかを、定
量的に明らかにしたことである。この過程では、面積あたり・労働時間あたりのパルミ
ラヤシ花序液の生産性を算出することに成功したため、今後世界各地のパルミラヤシ花
序液依存社会の食料生産性・人口支持力の研究において頻繁に引用されることになると
予測される。また、ほかの食料源についても同様に数値化したためインドネシア貧困地
域における、食習慣と栄養素摂取状態の実態を表す貴重なデータを提供した。 
 第二に、過去30年間ほどの人口動態を明らかにしたことである。多産多死から少産少
死へと変化する人口転換理論からみれば、調査地は多産少死状態にあり、そのため人口
が急激に増加している。結果として人口を賄うだけの食料を島の環境からは生産できな
いことと、島外の都市部への移住が起こっていることを指摘した。ただし島によって
は、一時的な都市在住ののちに島に戻ってくる人も多く、移住によって人口問題が緩和
されるわけではないことを示した。 
 第三に、島内における生産と消費、および政府援助や市場を通じて島外から入ってく
る食料によるエネルギー循環を明らかにしたことである。このように人間活動を生態系
の循環に位置付けて数値化した研究は、インドネシアの東ヌサ・テンガラ州において、
あるいは世界の半乾燥地域においてはほとんど前例がなく、貴重なデータを提示するこ
とに成功した。合わせて、人口増加や市場経済浸透の結果として、政府援助米など島外
からの食料が主要なエネルギー源となっていることを明らかにした。 
 第四に、都市に移住した親戚との交流や、市場経済化としての海藻養殖や家畜飼育の
実態を明らかにした。そして、こういった形での市場経済化は、食料安全保障や生活水
  
準向上のための、根本的な課題解決策にはならないことを指摘した。そのうえで、地域
の伝統文化や在来の生業形態が観光資源や輸出資源として有用であることを指摘した。
そして格差拡大、伝統喪失、環境破壊といった課題を緩和しつつ、地域の生活水準向上
を達成することができるという、農村開発政策を提起した。 
 これらの成果は、インドネシア地域研究に斬新な視点をもたらし、半乾燥地域の人類
生態学研究という新しく重要な分野を切り開いたと同時に、現実問題への対処に役立て
られるものである。 
よって、本論文は博士（地域研究）の学位論文として価値あるものと認める。また、
平成29年2月1日、論文内容とそれに関連した事項について試問を行った結果、合格と認
めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表に際
しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認める。 
 
 
